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概算要求の概要概算要求の概要

資料１－１
科学技術・学術審議会

総会（第26回）

 

Ｈ20.９.９



（単位：百万円）

２１年度

 

２０年度

 

比

 

較

 

備考

要求(要望)額

 

当初予算額

 

増△減額

 

（対前年度比）

一般会計（A)

 

2,479,864

 

2,170,811  309,053   １４．２％

うち科学技術振興費

 

1,057,053

 

861,864        195,189    ２２．６％

エネルギー対策特別会計（Ｂ）

 

148,476

 

147,407   1,069

 

０．７％

総

 

計（＝(Ａ)＋(Ｂ)）

 

2,628,340

 

2,318,218        310,122             １３．４％

事項

平成２平成２１１年度概算要求における文部科学省科学技術関係予算年度概算要求における文部科学省科学技術関係予算

（

 

注 １）本表は、暫定値としてとりまとめたものであり、今後の精査により変更する場合がある。
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高齢化等に伴う増加等

年金・医療等の経費

対
前
年
同
額

科
学
技
術
振
興
費

国
立
大
学
・
私
学

人件費義務的経費

平成21年度一般歳出の概算要求基準の考え方

要
望
額

要
望
基
礎
額

＋

「要望基礎額」×25％を加算

その他

総人件費改革
による

削減・合理化

21.6兆円
（同 21.0兆円）

7.8兆円
（同 7.6兆円）

4.6兆円
（同 4.5兆円）

47.8兆円
（20年度当初 47.3兆円）

制度改革等による
削減・合理化

政策の棚卸し等による削減・合理化

公共事業
関係費

防

衛

関

係

費

6.4兆円
（同 6.7兆円）

7.1兆円
（同 7.4兆円）

対前年度
▲３％

２０年度
概算要求基準

▲２％

その他経費

自然増（8,700億円）に対し、
制度改革等による削減・合理化

（▲2,200億円）を図り、
6,500億円の増。

対前年度
▲１％

※　「重要課題推進枠」とは、「基本方針2008」の第２章「成長力の強化」、第３章「低炭素社会
　の構築」、第５章「安心できる社会保障制度、質の高い国民生活の構築」（食料の安定供給、資
　源・エネルギーの安定供給等を含む。）等に掲げられたもののうち、緊急性や政策効果が特に高
　い事業・技術開発に必要な経費として加算するもの。

「重要課題推進枠」3,300億円程度

（成長力の強化、低炭素社会の構築、安心できる
社会保障、質の高い国民生活の構築等）

 
（参考）21 年度概算要求基準の増減額 
  年金・医療等の経費   ＋6,500 億円 
  公共事業関係費     ▲2,000 億円  
  その他経費       ▲1,400 億円 
  重要課題推進枠     ＋3,300 億円 
   公共事業関係費    ▲1,300 億円 
   その他経費      ▲1,500 億円 
  特殊要因加減算等    ＋2,000 億円 
    合  計      ＋5,600 億円 

                               2



○大学における人材育成【強化法】

◆大学院の教育研究機能の抜本的な強化
◆国際的に卓越した教育研究拠点の形成

○産学が協働した人材育成【強化法】

◆産学連携による教育プログラムの開発・実施等

１．人材育成・確保のための投資の拡

（４）科学技術に関する理解と意識の醸成

（２）大学における人材育成機能の強化と
産学が協働した人材育成

（３）イノベーション創出の担い手となる若手・女性研究者等への支援の強化

○女性研究者の活躍促進【強化法・革新】

◆女性研究者支援のためのシステム改革

◆出産・育児による研究中断からの復帰を支援

○外国人研究者の活躍促進【強化法・革新】

◆外国人研究者の招へい促進

○若手研究者等の活躍促進【強化法・革新】

◆博士課程学生に対する経済的支援の充実

◆若手研究者養成のためのシステム改革

◆若手研究者向け研究資金の大幅拡充

（１）次世代を担う若者への理数教育の充実

○理数好きな子どもの裾野の拡大
◆理数教育の中核となるコア・サイエンス・ティーチャーの養成

【強化法・革新】

◆小学校への理科支援員等の配置【強化法】

○理数に興味･関心の高い子どもの個性・能力の伸長
◆スーパーサイエンスハイスクール支援の充実【強化法・革新】

◆科学オリンピックへの支援強化【強化法】
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平成平成2121年度においては、年度においては、研究開発力強化法研究開発力強化法（平成（平成2020年６月年６月５５日日成立成立））【【強化法強化法】】や「や「革新的技術創造戦略革新的技術創造戦略」（平成」（平成2020年年

 
６月６月2727日）日）【【革新革新】】等に基づき、等に基づき、基礎研究の充実や優れた人材の育成・確保など基礎研究の充実や優れた人材の育成・確保など次世代投資の充実と強化を図る次世代投資の充実と強化を図るとともに、とともに、

 
研究環境の整備、戦略重点科学技術等の重要事項についても重点的に推進する研究環境の整備、戦略重点科学技術等の重要事項についても重点的に推進する。。

１５０億円

 

（８９億円

７３６億円

 

（７３６億円

９７９億円

 

（８６０億円

１１１億円

 

（８８億円◆身近な場で科学技術に触れ学ぶ機会の充実【強化法】

◆親しみやすい形で国民に科学技術を伝え、

 

国民との対話を通じて説明責任と情報発信を強化【強化法】

「知」をめぐる世界的な大競争時代の中、我が国は人口減少時代を迎えており、イノベーション創出の基盤となる人材

 の育成、確保、活躍の促進が極めて重要な課題となっている。このため、初等中等教育段階から研究者育成に至るま

 で連続性を持った取組を総合的に推進する。

 

「知」をめぐる世界的な大競争時代の中、我が国は人口減少時代を迎えており、イノベーション創出の基盤となる人材

 の育成、確保、活躍の促進が極めて重要な課題となっている。このため、初等中等教育段階から研究者育成に至るま

 で連続性を持った取組を総合的に推進する。



２．多様な技術シーズを生み出す基礎研究の充実とｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの加
基礎研究の多様性を確保し、人類の知的資産の拡充に貢献する。また、知の創造から活用までを切れ

 目なく支援するなど、産学官連携の強化や研究環境の整備促進により連続的なイノベーションを創出

 研究成果を社会に還元。
世界最高の科学水準を目指し、国立大学法人運営費交付金、私学助成等の基盤的経費を確実に措置した上で、競争的資金を拡充す
など多様性を確保して研究開発を推進。さらに、「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」の推進等により研究基盤を強化。

○競争的資金の拡充（革新的技術推進費・大挑戦枠の新設等)

 
・科学研究費補助金

 

２,１７２億円（１,９３２億円）
【強化法】【革新】

・科学技術振興調整費

 

４８７億円（３３８億円）
（「革新的技術推進費」の創設を含む）【革新】

・戦略的創造研究推進事業

 

５５０億円（４８８億円）【革新】

○競争的資金の拡充（革新的技術推進費・大挑戦枠の新設等)

・科学研究費補助金

 

２,１７２億円（１,９３２億円）
【強化法】【革新】

・科学技術振興調整費

 

４８７億円（３３８億円）
（「革新的技術推進費」の創設を含む）【革新】
・戦略的創造研究推進事業

 

５５０億円（４８８億円）【革新】

（２）競争的資金の拡充等による研究開発の推進
及び加速

（２）競争的資金の拡充等による研究開発の推進
及び加速

①大学･大学共同利用機関等における
独創的･先端的基礎研究の推進
１,３２０億円（１,１８７億円）

･アルマ計画の推進
･研究設備の整備等

②科学研究費補助金の拡充【強化法】【革新】

・挑戦的研究の強化や新領域の開拓による革新的学術
研究の推進

・若手研究者の自立促進及び研究の多様性確保
・間接経費３０％の措置

③人文・社会科学の振興
･政策や社会の要請に対応した人文・社会科学研究の推
･国公私立大学を通じた共同利用・共同研究拠点の整備

①大学･大学共同利用機関等における
独創的･先端的基礎研究の推進
１,３２０億円（１,１８７億円）

･アルマ計画の推進
･研究設備の整備等

②科学研究費補助金の拡充【強化法】【革新】

・挑戦的研究の強化や新領域の開拓による革新的学術
研究の推進

・若手研究者の自立促進及び研究の多様性確保
・間接経費３０％の措置

③人文・社会科学の振興
･政策や社会の要請に対応した人文・社会科学研究の推
･国公私立大学を通じた共同利用・共同研究拠点の整備

（１）学術研究の振興（１）学術研究の振興

アルマ計画の推進

２,１７２億円（１,９３２億円）

１３億円（６億

①基礎研究からの技術シーズの創出
・基礎研究の成果からイノベーションの種となる技術シーズを

創出するため、戦略的創造研究推進事業や戦略的イノベーショ

ン創出推進事業を実施する。

②産学官連携の戦略的な展開と地域イノベーションの創出
・大学等における産学官連携体制の強化を図る。

・地域におけるクラスター形成等の支援を展開する。

・関連施策を有機的に組み合わせて総合的・集中的に実施する

ことにより、産学官連携拠点の形成を支援する。

③「革新的技術推進費」の創設【革新】

・世界レベルの革新的技術競争に即応し、迅速かつ機動的な

研究開発投資を行うための新たな仕組みとして、科学技術振興

調整費に措置する。

④世界トップレベル国際研究拠点形成促進プログラムの着実
推進

①基礎研究からの技術シーズの創出
・基礎研究の成果からイノベーションの種となる技術シーズを

創出するため、戦略的創造研究推進事業や戦略的イノベーショ

ン創出推進事業を実施する。

②産学官連携の戦略的な展開と地域イノベーションの創出
・大学等における産学官連携体制の強化を図る。

・地域におけるクラスター形成等の支援を展開する。

・関連施策を有機的に組み合わせて総合的・集中的に実施する

ことにより、産学官連携拠点の形成を支援する。

③「革新的技術推進費」の創設【革新】

・世界レベルの革新的技術競争に即応し、迅速かつ機動的な

研究開発投資を行うための新たな仕組みとして、科学技術振興

調整費に措置する。

④世界トップレベル国際研究拠点形成促進プログラムの着実
推進

（４）科学技術振興のための基盤の強化（４）科学技術振興のための基盤の強化

大型放射光施設「SPring-８」

（３）産学官連携などによるイノベーションを
生み出すシステム強化

（３）産学官連携などによるイノベーションを
生み出すシステム強化
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７１億円（７１億

１４０億円（新

５６６億円
（４５０億

３４８億円（２５０億）
SPring-8、J-PARCや大学等の先端的な研究

 
開発施設等の共用の促進【強化法】や先端計
測分析技術・機器開発プロジェクト等

５７８億円（４８８億円



３．国家基幹技術など分野別研究開発の強
○各研究開発分野において厳選された戦略重点科学技術に重点投資。
○特に、国益の確保のために重要な国家基幹技術へ集中投資。

○各研究開発分野において厳選された戦略重点科学技術に重点投資。
○特に、国益の確保のために重要な国家基幹技術へ集中投資。

③環境

 

９１７億円(７６９億
２１世紀気候変動予測革新プログラム等

④ナノテクノロジー・材料

 

４２７億円(３６１億

ナノテクノロジーを活用した環境技術開発、元素戦略等【革新】

⑤原子力

 

２，７５３億円(２，６１４億円)
高速増殖炉サイクル技術やＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）計画の推進等

⑥宇宙・航空

 

２，４３９億円(１，８７７億円)
宇宙輸送システム、地球観測・災害監視に必要な衛星の推進等

⑦南極観測・海洋地球科学技術

 

６４４億円(５３８億

南極地域観測、深海地球ドリリング計画推進等

⑨ものづくり技術

 

８４億円(６６億
先端的ITによる情報技術統合化システムの構築に関する研究開発等

⑧地震・防災

 

３７５億円(２４６億円)
新総合基本施策に基づく地震調査研究、火山研究の推進等

⑩新興・融合分野

 

４１３億円(３３６億
光・量子科学研究、サービス科学・工学研究の推進【強化法】等

地球深部探査船「ちきゅう」

基幹ロケット「Ｈ－ⅡA」

高速増殖原型炉「もんじゅ」

地球観測衛星及び測位衛星
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①ライフサイエンス

 

８６１億円(７０９億円)
iPS細胞等を用いた幹細胞・再生医学【革新】、脳科学【革新】、橋渡し研究支援、
次世代シーケンス拠点の整備等

①宇宙輸送システム

 

４７０億円（４０５億円）
我が国が必要な時に、独自に宇宙空間に必要な人工衛星等を打ち上げる能力を確保・維持

②海洋地球観測探査システム

 

４３２億円（３０９億円）
衛星や海洋探査技術による全球的な観測・監視技術の開発を行うとともに、

これらの観測データを統合してユーザーに提供

③高速増殖炉サイクル技術

 

３７２億円（２９０億円）

ウラン・プルトニウム等の核燃料の有効利用による長期的なエネルギーの安定供給を確保

②情報通信

 

６１２億円(４５６億円)
次世代ｽﾊﾟｺﾝ、新世代ﾃﾞﾊﾞｲｽ【革新】、Web情報の利活用、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾐｭｰｼﾞｱﾑ【革新】等

⑪安全・安心分野

 

４０２億円(２７２億円)
テロ対策等の国家の安全や地域の安全・安心に資する研究開発等

（１）分野別研究開発の戦略的推進（１）分野別研究開発の戦略的推進

（２）国家基幹技術への集中投資【革新】（２）国家基幹技術への集中投資【革新】



４．科学技術の国際活動の戦略的推
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④次世代スーパーコンピュータ

 

２７２億円（１４５億円）
最先端・高性能汎用の「次世代スーパーコンピュータ」(１秒間に１京回の計算性能)

を平成２２年度の一部稼働、平成２４年の完成を目指して開発するとともに、利用のため
のソフトウェアの開発を推進

⑤Ｘ線自由電子レーザー

 

１３５億円（１１０億円）
原子レベルの超微細構造や化学反応などの超高速動態･変化を瞬時に計測・分析すること

を通じて、科学技術に新たなブレークスルーをもたらすために、コンパクトで世界最高性能
の研究施設を平成２３年度からの共用開始を目指して整備し、欧米に先んじる成果を創出

④次世代スーパーコンピュータ

 

２７２億円（１４５億円）
最先端・高性能汎用の「次世代スーパーコンピュータ」(１秒間に１京回の計算性能)

を平成２２年度の一部稼働、平成２４年の完成を目指して開発するとともに、利用のため
のソフトウェアの開発を推進

⑤Ｘ線自由電子レーザー

 

１３５億円（１１０億円）
原子レベルの超微細構造や化学反応などの超高速動態･変化を瞬時に計測・分析すること

を通じて、科学技術に新たなブレークスルーをもたらすために、コンパクトで世界最高性能
の研究施設を平成２３年度からの共用開始を目指して整備し、欧米に先んじる成果を創出

次世代スーパーコンピュータ
施設のイメージ

イメージ図

Ｘ線自由電子

 

レーザー

 

完成イメージ図

「科学技術外交」の強化の方針を踏まえ、地球規模の課題への貢献や、先端科学技術分野での戦略的な
国際協力の推進等の観点から、科学技術外交を推進する基盤を強化する等、科学技術の国際活動を戦略的に推進する。

○地球規模課題対応国際科学技術協力事業
日本の優れた科学技術とＯＤＡとの連携により、アジア・アフリカ等の開発途上国と環境・エネルギー、防災、感染症分野等における科学技術協力を推進。外務省、

ＯＤＡ支援機関等と連携し、日本と開発途上国との共同研究を促進。

○研究者ネットワークの形成・強化
日本学術振興会の外国人研究者招へい事業経験者等を対象に、事業経験者の組織化を図るとともに、再来日の機会を提供するなどにより、日本の研究者とのつながりを深

 
め、日本と諸外国の研究者ネットワークの形成・強化を図る。

○各国学術振興機関との連携によるボトムアップ型国際共同研究の推進（仮称）
日本学術振興会と各国学術振興機関との連携により、国際的共通課題の解決を目指し、中・長期的に取り組むべきボトムアップ型の学術国際共同研究を支援する仕組みを

 
構築。

○戦略的国際科学技術協力推進事業
政府間協定や大臣会合での合意等に基づき、文部科学省が特に重要なものとして設定した協力対象国・地域

と分野における国際研究交流を支援。

○戦略的国際共同研究事業
一国では解決できない地球規模課題等の解決や、我が国の科学技術力強化に資する成果を得ることを目的とし、

政府が トップダウン的に定めた重要な相手国及び分野について、イコールパートナーシップによる国際共同研究を実施する事業。

（１）ＯＤＡとの連携等による地球規模の課題の解決に向けた国際科学技術協力の強化

 

１３億円（５億円）

（２）我が国の先端的な科学技術を活用した国際共同研究等の戦略的推進

 

３１億円（１３億円）

（３）科学技術外交等の国際活動を推進する基盤の整備

 

１６０億円（１４９億円）



平成２１年度概算要求について（学術研究関係予算）

（１）大学等における研究基盤の整備、基礎研究の推進

○国立大学法人運営費交付金
１兆１，８７０億円平成２１年度概算要求額

（ １兆１，８１３億円）平成２０年度予算額
国立大学等の教育研究基盤を支えるために必要な運営費交付

金を確保し、国立大学等における教育研究の充実と活性化を図
る。

○私立大学等経常費補助等
３，５４９億円平成２１年度概算要求額

（ ３，４１９億円）平成２０年度予算額
私立大学等における経常費補助を確保するとともに、施設・

設備の高度化・高機能化を支援する。

○大学・大学共同利用機関等における独創的・先端的基礎研究の推進
１，３２０億円平成２１年度概算要求額

（ １，１８７億円）平成２０年度予算額
大学・大学共同利用機関等において、研究者の自由な発想に

基づく、世界をリードする研究成果を生み出す独創的・先端的
な基礎研究を推進する。

このような基礎研究を、全国の大学等から研究者が集って、
施設・設備や学術資料等を共同で利用し、効果的な共同研究を
進める我が国独自の学術研究システムである共同利用・共同研
究体制等により推進する。

また、老朽化・陳腐化した基盤的な研究設備や学術情報基盤
設備、共同利用・共同研究に供する大型設備を整備し、研究環
境基盤の充実を図る。

○ 第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」の推進「
１，３５５億円平成２１年度概算要求額

（ ９２１億円）平成２０年度予算額
国立大学等の施設は、世界一流の優れた人材の養成と創造

的・先端的な研究開発を推進するための拠点であり、科学技

術創造立国を目指す我が国にとって不可欠の基盤であること
から、第３期科学技術基本計画を受け策定した「第２次国立
大学等施設緊急整備５か年計画 （平成１８年４月策定）に基」
づき、安全・安心な教育研究環境を確保するため最重要課題
として耐震化の整備を推進するとともに、イノベーションを
創出する若手研究者等の人材育成や国際競争力強化のための
世界トップレベルの教育研究拠点の整備充実を図る。また、
大学附属病院の再開発整備について引き続き着実に計画的な
整備を図る。

（２）競争的資金による取組

○科学研究費補助金
２，１７２億円平成２１年度概算要求額

（ １，９３２億円）平成２０年度予算額
人文・社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、基礎

から応用までのあらゆる「学術研究 （研究者の自由な発想に」
基づく研究）を格段に発展させることを目的とする「競争的資
金」であり 「ピア・レビュー （専門分野の近い複数の研究者、 」
による審査）により、豊かな社会発展の基盤となる独創的・先
駆的な研究に対する助成を行う。

○グローバルＣＯＥプログラム
３４５億円平成２１年度概算要求額

（ ３４０億円）平成２０年度予算額
「２１世紀ＣＯＥプログラム」の成果を踏まえ、国内外の大

学・機関との連携と若手研究者の育成機能の強化を含め、国際
的に卓越した教育研究拠点形成を厳格な審査・評価を通じてよ
り重点的に支援する。

○世界トップレベル研究拠点プログラム
７１億円平成２１年度概算要求額

（ ７１億円）平成２０年度予算額

(参考)
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優れた頭脳の獲得競争が世界的に激化してきている中、高い
レベルの研究者を中核とした研究拠点の形成を目指す構想に集

、 、中的な支援を行い システム改革の導入などを促すことにより
世界から第一線の研究者が集まってくるような、優れた研究環
境と高い研究水準を誇る「目に見える拠点」を形成する。

○人文・社会科学の振興
１３億円平成２１年度概算要求額

６億円）（平成２０年度予算額
人文・社会科学分野において、政策的・社会的ニーズに対応

した研究を推進するとともに、豊富な学術資料やデータ等を有
する組織のポテンシャルを活用し、また全国共同利用・共同研
究拠点の整備を私立大学等にも拡大すること等により、当該分
野の振興を図る。

（３）優れた研究者の養成・確保

○特別研究員事業{ }独立行政法人日本学術振興会
１７０億円平成２１年度概算要求額

（ １５８億円）平成２０年度予算額
※独立行政法人の運営費交付金の内数

優れた若手研究者が、その研究生活の初期において、自由な
発想のもとに主体的に研究課題、研究の場等を選びながら研究
に専念できるよう研究奨励金を支給する。

○海外特別研究員事業 { }独立行政法人日本学術振興会
１７億円平成２１年度概算要求額

（ １５億円）平成２０年度予算額
※独立行政法人の運営費交付金の内数

我が国の学術の将来を担う国際的視野に富む有能な研究者を
養成・確保するため、優れた若手研究者が、自らの研究計画に

、 （ ）基づき 海外の大学等の学術研究機関において長期間 ２年間
研究に従事する機会を支援する。

○若手研究者への国際研鑚機会の充実 { }独立行政法人日本学術振興会
９億円平成２１年度概算要求額

（ ６億円）平成２０年度予算額

※独立行政法人の運営費交付金の内数
国際舞台で活躍できる若手研究者育成のため、日本の大学

と海外の大学等研究機関との組織的な連携により、若手研究
者に海外での研鑽機会を提供する「若手研究者インターナシ
ョナル・トレーニング・プログラム（ＩＴＰ 」を実施する。）
また海外の若手研究者との短期集中セミナーの開催や、我が
国の若手研究者の「リンダウ・ノーベル賞受賞者会議」への
派遣を行う。

（４）学術国際交流

○各国学術振興機関との連携によるボトムアップ型国際共同研究
の推進（仮称）{ }独立行政法人日本学術振興会

６億円（新規）平成２１年度概算要求額
※独立行政法人の運営費交付金の内数

世界各国が国際協調の下に推進することが求められる課題の
解決に向け、各国学術振興機関との連携により、中・長期的に
取り組むべきボトムアップ型の国際共同研究を推進する。

○外国人研究者招へい・ネットワーク強化{ }独立行政法人日本学術振興会
６０億円平成２１年度概算要求額

（ ６１億円）平成２０年度予算額
※独立行政法人の運営費交付金の内数

我が国全体の学術研究の推進及び国際化の進展を図るため、
キャリアステージ及び招へい目的に応じた多様なプログラムに
より外国人研究者を我が国に招へいするとともに、来日直後の
オリエンテーションの実施、各種情報資料の提供等、外国人研
究者の研究生活のバックアップのための各種サービスを提供す
る （外国人特別研究員、外国人研究者招致事業、研究者国際。
交流センター）

また、外国人研究者招へい事業経験者等を対象に、帰国した
外国人研究者コミュニティの形成を促進し、再来日の機会を提

、 。供するなど 日本と諸外国の研究者ネットワークの強化を図る
（研究者ネットワークの形成・強化）
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